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1.はじめに 

大規模小売店舗法の規制緩和は、小売業の競争や買

い物行動の多様化・広域化に拍車をかけ、郊外への大規

模小売店の立地を促進している。大規模小売店の立地

は、利用者である消費者行動に影響を与え、また、消費

者行動の変化が大規模小売店の立地に対しても大きな

影響を与えることになる。このような傾向は、都心部か

らの買い物客離れや、商業地域の拡大化を引き起こす

可能性がある。郊外への拡大化は、公共投資の効率悪化

や膨大な維持コストの発生など、財政負担が伴うとい

う問題があり、消費者行動の予測は欠かせないものと

なっている。そこで、本研究では、近年の熊本都市圏に

おける大規模小売店舗の出店状況を踏まえ、小売業の

構造を時系列的に把握した上で、ハフモデルを用いる

ことにより、消費者行動の分析・考察を行う。 

 

2.小売業構造の変化 

2.1 大規模小売店舗出店状況 

表 1は、平成 14 年度以降の熊本都市圏における、

およそ 8,000～1 万ⅿ2以上の店舗規模の出店状況であ

る。これを見ると、平成 14 年から平成 19 年にかけて

熊本市及び郊外の各地域に大規模小売店舗の出店が相

次いで見られる。 

 

表 1．大規模小売店舗出店状況 

 

 

2.2 熊本都市圏における消費者動向 

図 1は、熊本都市圏における市町村別地元購買率を

時系列的に表したものである。これを見ると、おおよ

その地域が減少傾向にあるのに対し、平成 15 年～平

成 18 年にかけて、菊陽町と嘉島町の急激な増加が見

られる。これはおそらく、表１に見られた「ゆめタウ

ン光の森」、「イオンモール熊本」のような超大型シ

ョッピングセンターの出店が大きく影響していると考

えられる。このように、大規模小売店舗法の規制緩和

による数々の大型ショッピングセンターの出店は、消

費者行動に変化をもたらし、都心部から郊外への消費

者の流出を促している。 

 

 

図１．市町村別地元購買率の推移 

 

3.使用するデータ 

本研究では、熊本都市圏の買い物行動を把握し得る

データとして、平成 9 年度、24 年度 PT 調査における

PT データを用いる。データより買い物行動 OD を作成

し、消費地選択確率を算出した。ゾーンに関しては、

平成 9年、19 年商業統計データと共に、Bゾーン単位

へデータの集計を行った。また、ゾーン間の時間距離

に関してはセントロイド間の交通量に依存しないゾー

ン間の時間を用いた。時間距離に関しては、人口によ

る重み付けにより Cゾーンから Bゾーン単位へと組み

替えを行った。 



 

4.ハフモデルの推計 

 一般的なハフモデルの推計を行う。魅力度を表す項

に関しては、表 2に示す。大規模小売店舗に関する指標

として１店舗当たり売場面積、商業集積性に関する指

標として商店数を導入し、消費地の魅力度を多面的に

表現する。  
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Pijは買物出向率、Lijは居住地 i と消費地 j 間の距離

（時間距離）、Wjは消費地 j の魅力度、θ、βはそれ

ぞれパラメータ、n は消費地の数を表す。また、中心

地区(j＝1)を基準とし、式の展開を行う。 
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また、魅力度W の式を生産関数であるコブ・タグラ

ス型の式として設定した。 
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表２．説明変数の設定 

X1 X2 L 

1 店舗当たり 

売場面積 
商店数 時間 

 

5.結果と考察 

表 3より、まず、魅力度の項に関して、H24 の推計

結果では、商店数の方が魅力的と言える結果となっ

た。これは、郊外には見られない中心市街地における

小売店舗の集積性を表している。それとは逆に、H9 の

推計結果では、1店舗当たり売場面積が大きいほど魅

力的と言える。次に、時間パラメータ(β)を見てみる

と、H9 より H24 の方が時間に対する抵抗が強いこと

が分かる。この要因として考えられるのは、商業地域

の拡大化である。郊外に住む人が、自分の居住地域に

新設された大規模小売店舗に行くようになり、熊本市

中心街への流入が減少したからだと考えられる。ま

た、その他の要因として考えられるのは、モータリゼ

ーションの発展である。モータリゼーションの発展に

より、車の所有者が急増したため、往き来にかかる時

間が少なくなったからだと思われる。 

表３．推計結果 

 

6．おわりに 

本研究では、大規模小売店舗出店状況と、商業集積性

を考慮したハフモデルの推計を行い、H9 と H24 を比較

した。しかし、H24 における大規模小売店舗を表すパラ

メータが推測より小さかったため、今後はその検討と、

選択確率の実測値と推定値の比較を行い、考察まで行

うこととする。今回は、B ゾーン単位での推計を行った

が、より精度の高い消費者行動モデルの構築のために

は、C ゾーン単位での推計も今後検討する必要がある

だろう。また、説明変数において、個人の変数を組み込

んだ非集計ロジットモデルの推計を行うことで、ゾー

ン単位の動きだけでなく、個人の消費行動の予測が可

能となる。また、他の地域でも転用可能な消費者行動モ

デルの構築が可能となるだろう。 
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説明変数 
パラメータ 

(t 値) 

推定値 

H24 H9 

1 店舗当たり

売場面積 
θ1 

0.001 

(0.008) 

1.050 

(6.147) 

商店数 θ2 
0.984 

(34.45) 

0.172 

(2.968) 

時間 β 
-1.828 

(-24.70) 

-1.419 

(-13.06) 

R2値 0.69 0.52 
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